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要 旨 
国土地理院では，衛星合成開口レーダー地盤変動

測量として，陸域観測技術衛星 2 号「だいち 2 号」

（ALOS-2）の観測データを用いた SAR 干渉解析を

実施し，日本全国の地殻・地盤変動を監視している．

ALOS-2 の観測データが蓄積されたことによって，

従来の SAR 干渉解析より変動検出精度の高い干渉

SAR 時系列解析が実施可能となった．そこで，全国

の地殻・地盤変動の監視，さらには測量の基準の維

持・管理，地盤沈下調査等の公共測量に活用するこ

とを目的として，日本全国を対象とした干渉 SAR 時

系列解析を開始した．2023 年 3 月には，干渉 SAR
時系列解析による全国変動分布図を初めて一般に公

開した． 
本報告では，干渉 SAR 時系列解析の概要及び検出

された変動の例を紹介するとともに，干渉 SAR 時系

列解析による全国変動分布図の活用に向けた取組に

ついて報告する． 
 
1. はじめに 

国土地理院では，宇宙航空研究開発機構（JAXA）

が運用している陸域観測技術衛星 2 号「だいち 2 号」

（ALOS-2）の観測データを用いた SAR 干渉解析を

実施し，日本全国の地殻・地盤変動を監視している．

ALOS-2 は，2014 年の打ち上げから設計寿命 5 年を

超えた現在（2024 年 7 月時点）も運用されている，

合成開口レーダー（SAR）を搭載した人工衛星であ

る．SAR はレーダーの一種で，天候や昼夜に関係な

く，地表を広域的に高い空間分解能で観測できるこ

とが大きな特長である．SAR 干渉解析は，異なる 2
時期に観測された SAR データに含まれる電波の位

相差により，衛星と地表の距離変化を計測する技術

で，2 回の観測間に生じた地表の変動を観測できる

ものである．SAR 干渉解析により，電子基準点等の

地上観測の配点密度では把握が困難な局所的な地表

の変動を捉えることができることから，ALOS-2 が

年に 3～4 回，日本全国を観測しているデータ（基本

観測データ）を用いて，全国定常解析として定常的

に SAR 干渉解析を実施している． 
全国定常解析は，火山活動や地盤沈下等の，平常

時の地殻・地盤変動の把握や異常の検知を目的とし

ている．得られた地殻・地盤変動情報は，火山監視，

地盤沈下の調査等に活用するため，火山噴火予知連

絡会や地方自治体等の関係機関に提供されている．

特に，火山活動の監視においては，現地にアクセス

できない状況でも観測できること，他の観測では把

握困難な局所的な変動を把握できることなどから，

重要な観測手段の一つとなっている． 
しかしながら，地盤沈下の調査等にはあまり活用

が進んでいないのが現状である．その要因として，

SAR 干渉画像（以下「干渉画像」という．）には様々

な誤差が含まれることから，既存の水準測量等の観

測手段に比べ計測精度が低いこと，実際の変動と誤

差による見かけの変動との判別には経験や知識を必

要とすることなどが挙げられる． 
一方，2014 年の ALOS-2 打ち上げから観測データ

が蓄積されたことで，多数の干渉画像を統計的に処

理することにより，変動の検出精度を向上させる干

渉 SAR 時系列解析（以下「時系列解析」という．）

が実施可能な環境が整ってきた．さらに，ALOS-2
の後継機である先進レーダ衛星「だいち 4 号」

（ALOS-4）では，観測頻度が ALOS-2 の約 5 倍とな

ることから，時系列解析の有効性が高まると期待さ

れている． 
このような背景から，国土地理院では時系列解析

システム「GSITSA」（小林ほか，2018）の開発を進

め，2021 年度には火山監視に時系列解析を導入した．

その結果，従来の干渉画像では捉えることが困難で

あった微小な変動を捉えることができ，時系列解析

の有効性が確認された（三木原ほか，2021，Ichimura 
et al., 2021）．さらに，地盤沈下が生じていることが

知られており，水準測量が毎年実施されている千葉

現所属：1測地観測センター，2地理地殻活動研究センター，3企画部 

13干渉SAR時系列解析による全国変動分布図の公開とその活用



県房総半島において，水準測量と時系列解析結果を

比較した結果，水準測量と整合的な結果が得られる

ことを確認した（古居ほか，2022）．2022 年 4 月に

は，国土地理院の SAR 干渉解析事業（衛星合成開口

レーダー地盤変動測量）を基本測量に位置づけ，全

国を対象とする全国時系列解析を開始した．2023 年

3 月には，時系列解析による全国変動分布図を初め

て一般に公開した． 
本報告では，時系列解析の処理の概要について述

べ，時系列解析結果である全国変動分布図で捉えら

れた局所的な変動を紹介する．さらに，全国変動分

布図を地盤沈下調査等の公共測量に活用するために

整備した測量マニュアルの概要について報告する． 
 
2.時系列解析と全国変動分布図 
 本章では，国土地理院で開発した時系列解析シス

テム「GSITSA」の概要と使用した観測データ，さら

に全国変動分布図の作成にあたり実施した処理につ

いて述べる． 
 
2.1 GSITSA の概要 

GSITSA による時系列解析の流れを図-1 に示す．

本システムは，入力データとして，国土地理院で開

発した干渉 SAR 高次処理ソフトウェア「GSISAR」
で生成した干渉画像を用いる．各干渉画像には，対

流圏遅延誤差低減処理（小林ほか，2014），Range 
Split-Spectrum 法による電離層遅延誤差低減処理

（Gomba et al., 2016）及び GNSS による長波長誤差

補正等の補正を必要に応じて適用する．なお，GNSS
観測点が存在しない離島等においては，位相連続化

処理後に，多項式近似曲面による長波長誤差補正を

実施する．各補正後，コヒーレンス（干渉性の高低）

又は正規化位相分散（隣接する領域内の位相のばら

つきを示す指標）に基づくマスク及び基盤地図情報

による河川や湖沼等の水域情報に基づくマスクを適

用し，干渉画像内の品質の悪いデータを除外する．

これらの処理で得られた干渉画像について，MCF 法

（Costantini, 1998）により位相連続化処理を行う．

位相連続化処理を行った画像を入力データとして，

SBAS 法（Berardino et al., 2002）により位相最適化を

行うことで，各観測日の変位量が得られる．この時，

時間方向のスムージング処理を行い，干渉画像の各

誤差低減処理では十分に補正できない誤差をさらに

低減している．この処理により得られた各観測日の

変動量から，最小二乗法により衛星視線方向の変位

速度が推定される． 
この一連の処理により得られるのは，パス（衛星

の軌道）及び観測モード（ALOS-2 の観測では，同

一パスにおいて，電波の照射方向により複数の観測

モードが存在する）毎の変位速度である．また，位

相最適化処理を実施する際には，変動がないと仮定

した参照点が必要となる．通常，参照点は解析に用

いる画像の一点にとるが，全国時系列解析では，電

子基準点「大潟」（950241）付近を参照点としてい

る．したがって，得られる変位速度は，大潟付近は

変動がないと仮定した変位速度となる． 
 

 
図-1 時系列解析処理の流れ． 

 

 

2.2 観測データ 
2023年 3月に公開した全国変動分布図の作成に用

いた観測データを表-1 に示す．ALOS-2 によって

2014年から実施されている高分解能 3 mモードの基

本観測データをほぼ全て使用した．観測データは，

パス及びフレーム毎の約 50 km×70 km の範囲（1 シ

ーン）に分割して配布されるが，解析は同一パス及

表-1 全国変動分布図の作成に用いた観測データ 
衛星進行方向 北行 南行 

観測期間 
2014年8月8日 

2022年12月19日 
2014 年 8 月 6 日 
2023年 3月 27日 

電波照射方向 右 
観測モード 高分解能（3 m）モード 
観測数 1121 1371 
干渉ペア数 4257 4690 
ピクセルスペ

ーシング 
90 m 

垂直基線長の

上限 
200 m 

観測間隔の 
上限 

1095日 730 日 

冬季データ 
（北海道・東北）含まない 

（関東以南）含む 
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び観測モード毎にいくつかのシーン（最大 9 シーン）

を結合して行っている．結合した画像を 1 観測とし

てカウントしたものが，表-1 に示す観測数である．

干渉解析を行う組み合わせ（干渉ペア）は，垂直基

線長 200 m 以内，観測間隔を北行観測では 1095 日，

南行観測では 730 日以内とした．なお，北行観測は

観測頻度が低いため，十分な干渉ペア数を確保する

ために，南行観測より観測間隔を長く設定した．こ

の条件を満たす干渉ペア数（干渉画像数）は，北行

及び南行観測を合わせ約 9000 枚となり，この全ての

干渉ペアについて処理を行った． 
 
2.3 全国変動分布図の作成 

全国変動分布図は，平常時の地殻・地盤変動を把

握すること，さらに電子基準点では把握が困難な局

所的な変動を把握することを目的としている．その

ため，地震時変動の推定除去及び電子基準点データ

による広域変動の除去を行った．また，これらの補

正を加えた北行・南行軌道の変位速度から 2.5 次元

解析（Fujiwara et al., 2000）により準上下方向及び準

東西方向の変位速度を得た．さらに，2.5 次元解析を

行うため，パス及び観測モード毎の変位速度を結合

する処理を行った．これらの処理の詳細について，

以下で述べる． 
 
2.3.1 地震時変動の推定・除去 
地震による顕著な地殻変動が見られた地域につい

ては，位相最適化後の各観測日の変動量を用いて変

位速度を推定する際に，地震時変動も同時に推定し

た．この処理により，地震に伴う地殻変動だけでな

く，地震と同時に生じた地盤変動も除去されること

に注意が必要である． 
地震時変動を推定・除去した地震及び対象となる

画像（パス，観測モード，フレーム）の一覧を表-2
に，2016 年 10 月 21 日に発生した鳥取県中部の地震

に伴う地殻変動を推定・除去した例を図-2 に示す．

補正前の変位速度の画像（図-2(a)の上）では，図中

の十字の北西には衛星から遠ざかる変動，南西には

衛星に近づく変動が見られている．また，補正前の

時系列グラフ（図-2(a)の下）では，地震前後で約 7 cm
程度のギャップが生じていることがわかる．これに

対して地震時変動を同時に推定した補正後の変位速

度及び時系列を示したグラフ（図-2(b)）では，図-2(a)
で見られた変動が見られず，この処理により地震時

の変動が適切に推定・除去されていることがわかる．

なお，平成 28 年（2016 年）熊本地震については，

変動が大きく複雑であることから，熊本地震の影響

が見られる九州地方については地震後の観測データ

のみを用いて時系列解析を行っている． 
 

 
図-2 地震時変動の推定・除去の例（2016 年 10 月 21 日

鳥取県中部の地震） 
 
2.3.2 電子基準点の観測データを用いた広域変動の

除去 
2.1 で述べたとおり，時系列解析で得られる変位速

度は，電子基準点「大潟」付近を参照点とした変位

速度である．したがって，時系列解析により得られ

る変位速度は，プレート運動等による広域的な地殻

変動が支配的な変動分布となっている．全国変動分

布図は，電子基準点では把握が困難な局所的な変動

を把握することを目的としていることから，このよ

うな広域的な地殻変動を次の手順で除去した． 

表-2 地震時変動を推定除去した地震及び補正を実施した画像 
対象地震 衛星進行方向 観測モード パス フレーム 
2018年9月6日北海道胆振東部地震 南行 U7 18 2710 – 2750 

南行 U9 17 2720 – 2760 
北行 U6 122 840 – 900 
北行 U8 123 840 – 880 

2016年12月28日茨城県北部の地震 南行 U7 18 2850 – 2910 
北行 U6 124 700 – 770 
北行 U7 124 720 – 800 

2016年10月21日鳥取県中部の地震 南行 U6 22 2900 – 2950 
北行 U6 128 660 – 700 
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まず，電子基準点の F5 解（村松ほか，2021, 
Takamatsu et al., 2023）から，時系列解析に用いたデ

ータ期間における，電子基準点「大潟」を参照点と

した東西，南北，上下成分の変位速度を求める．次

に，各成分それぞれについて，クリギング法により

平滑化したグリッドデータを作成し，これらのデー

タを衛星視線方向の変位速度に変換する．この平滑

化した衛星視線方向の変位速度を広域の地殻変動と

して，時系列解析結果から差し引くことで，広域の

地殻変動除去後の変位速度を得る． 
この一連の処理は，時系列解析を実施した画像（パ

ス及び観測モード）毎に実施した．また，広域の地

殻変動をクリギング法で得る際には，画像の端で歪

みが生じないように，画像外の電子基準点のデータ

も使用している．また，広域の地殻変動を得ること

が目的であるため，周囲の観測点と異なる傾向の変

動をしていると考えられるデータは除外した．以下

に除外手順を示す：①チェック対象の観測点データ

を中心とした経度・緯度 0.25 度以内の範囲に含まれ

る観測点（対象点は除く）の変位速度をスタッキン

グし，平均変位速度を求める．このとき，異常値の

影響をなるべく少なくするためロバスト平均を用い

る．②求めた平均変位速度と対象点の変位速度の差

を求め，この差が水平 1.0 cm/year，上下 1.5 cm/year
を超える点を異常点として除外する． 

図-3 に，南行軌道の観測データによって得られた

東北地方太平洋側の変位速度に対して、広域変動を

補正した例を示す．図-3(a)，(b)，(c)は，それぞれ補

正前の変位速度，電子基準点データによって推定し

た変位速度及び(a)から(b)を差し引いた補正後の変

位速度である．画像の南側の赤色の領域は，衛星に 

 
図-3 南行軌道の観測データによって得られた東北地方

太平洋側の変位速度に対して広域変動を補正した

例．(a)は補正前の変位速度，(b)は電子基準点デー

タを用いて推定した変位速度，(c)は(a)から(b)を差

し引いた補正後の変位速度． 

近づく変動を示しており， 2011 年東北地方太平洋

沖地震による余効変動を捉えていると考えられる．

補正後の画像では，このような広域の変動が見られ

ず，また，他の地域で広い範囲に渡る変動も見られ

ないことから，適切に補正がされていることがわか

る． 
 

2.3.3 画像の結合と 2.5 次元解析 
ある地点において，北行軌道及び南行軌道の観測

による変位速度が得られると，西側上空方向と東側

上空方向の向きの異なる 2 つの変位速度が得られる．

この向きの異なる 2 つの変位速度を準東西及び準上

下方向に変換する手法が 2.5 次元解析である（図-4）．
ここで，“準”とは，得られる変動の方向が，正確な

東西，上下方向とは完全に一致していないことを示

している． 

 
図-4 2.5 次元解析の概念図 

 
時系列解析により，パス及び観測モード毎に北行

軌道と南行軌道で変位速度が得られるが，北行軌道

と南行軌道の変位速度が得られる画像同士は，衛星

の進行方向が南北からずれているため，一部しか重

ならない．そのため，様々な画像同士の組合せで 2.5
次元解析を行う必要があり，結果としていびつな形

状の分布図が多数得られ，活用するのが困難である

（図-5）．そこで，北行軌道と南行軌道のそれぞれの

画像を全て結合し，日本全国を一つの画像に結合し

た後に，2.5 次元解析を実施することとした．ただし，

画像を結合する際，単純に重ねると，画像の境界で

不連続が生じる（図-6(b)）．このような不連続を軽減

するため，重なり合う部分において，各画像の端ほ

ど重みを低くして平均した（図-6(a)）．この重み平均

を用いた結合により，不連続が軽減された画像とな

る（図-6(c)）． 
地震時変動の推定・除去後に結合した北行・南行

軌道の衛星視線方向，準上下方向，準東西方向の 4
種類の変位速度と，広域変動を除去後に結合したも

のを図 7 に示す．図 7 の左が広域変動の除去前，右 
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図-5 パス毎に2.5次元解析を行った場合に得られる画像

の例（準上下方成分，縮尺は不統一）．多数のいび

つな領域の画像が得られる． 

 
図-6 画像結合処理方法及び結合例 

 

 
図-7 日本全国の北行・南行軌道の衛星視線方向，準上

下方向，準東西方向の変位速度（左：広域変動除

去前，右：広域変動除去後）． 

が広域変動の除去後であり，後者が 2023 年 3 月に公

開した全国変動分布図である． 
 
3. 全国変動分布図により得られた変動 

公開している全国変動分布図は，2 章で述べたと

おり，地震時変動や広域変動を推定除去している．

また，空間分解能は約 90 m である．そのため，全

国変動分布図により把握できる変動は，おおむね数

百 m～数十 km の空間的な広がりのものと考えられ

る． 
本章では，全国変動分布図により検出された火山，

地盤沈下，斜面変動などの局所的な変動のうち，地

盤沈下及び斜面変動の事例について紹介する．火山

については，火山を対象として別途解析を実施して

いる時系列解析によって，より詳細に変動が把握さ

れているので，ここでは省略する． 
 

3.1 地盤沈下 
全国変動分布図により検出された地盤沈下の主な

例を図-8 に示す．これらの例で示すとおり，年間

1 cm を超えるような地盤沈下が全国変動分布図で

捉えられるものと考えている．これらの結果の中で，

年間約 4 cm と最も沈降速度が大きかった津軽平野

の例を，東西成分の変位速度及び干渉画像とともに

図-9 に示す．従来の全国定常解析による干渉画像で

も地盤沈下は把握されるものの，時系列解析結果の

方がより空間的な広がりが明確になっていることが

わかる．また，この例では，東西に圧縮する方向の

変動が見られている．一般に，地盤沈下は，水準測

量等により監視されることから，東西方向の変動が

検出されたのは非常にまれな例と考えられる． 

 
図-8 全国変動分布図により捉えられた地盤沈下の例． 
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図-9 青森県津軽平野の地盤沈下の例．(a) 2022 年 9 月

27 日と 2023 年 9 月 26 日の北行軌道による干渉画

像，(b) 時系列解析結果による準上下方向の変位速

度，(c) 時系列解析結果による準東西方向の変位速

度． 
 
3.2 斜面変動 

全国変動分布図により検出された斜面変動の主な

例を図-10 に示す．全国の山岳域で非常に多くの斜

面変動と考えられる変動が捉えられた．このうち，

愛媛県久万高原の例を図-11 に示す．従来の干渉画

像では，周囲の誤差等により明確に変動が捉えられ

ていない（図-11(a)）．また，変動が検出された範囲

に，電子基準点「久万高原（041132）」がある．この

観測点は，周囲の電子基準点と異なる変動をしてい

ることが指摘されている点である．図-11(b)に示す時

系列解析により，電子基準点周辺一帯が変動してい

ることがわかる． 
このように，時系列解析では定常的に生じる斜面

変動を把握できることから，今後は斜面変動を調査

する関係機関にとっても有効な情報として活用が期

待される． 

 
図-10 全国変動分布図により捉えられた斜面変動の例． 

 
図-11 愛媛県久万高原の斜面変動の例．(a) 2023 年 2 月

22 日と 2023 年 5 月 31 日の南行軌道による干渉

画像， (b) 時系列解析結果による衛星視線方向

（南行軌道）の変位速度，(c) 電子基準点位置に

おける時系列解析結果による衛星視線方向の変動

の時間変化，(d) 電子基準点データから計算した

衛星視線方向の変動の時間変化． 
 
4. 全国変動分布図の活用に向けた取組 

本章では，全国変動分布図の地盤沈下や斜面変動

等の把握への活用に向けて，関係機関向けに国土地

理院で運用している地理院 SAR マップの活用につ

いて述べる．さらに，全国変動分布図を公共測量に

も活用可能とするための測量マニュアルについて述

べる．  
 

4.1 地理院 SAR マップにおける時系列解析結果の

公開 
地理院 SAR マップとは，干渉画像や国土に関する

地理空間情報を，地理院地図で閲覧できる Web サイ

トである．この Web サイトは，国や地方自治体等に，

国土地理院の全国定常解析結果を地震，火山活動，

地盤沈下等に係る業務に活用してもらうことを目的

に運用している．本サイトは利用登録が必要であり，

登録数は 159 となっている（2024 年 3 月時点）． 
この地理院 SAR マップにおいて，一般に公開して

いる全国変動分布図のほか，指定した経路に沿って

どのような変化をしているのか確認できる断面図及

びある地点の変動の時間推移を確認できる時系列グ

ラフを表示できるツールを公開した（図-12）．断面

図の表示により，例えば，水準路線に沿った変化の

様子の確認や，時系列グラフにより，定常的な変動

と一時的な変化の判別などの確認ができる．これら

のツールを活用することで，時系列解析結果の有効

性が高まるものと考えている．本機能は，次節で述

べる測量マニュアルとともに一般に公開した． 
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図-12 地理院 SAR マップ（関係機関向けサイト）におけ

る断面図及び時系列グラフの表示機能 
 
4.2 測量マニュアルの概要 

3.1 節において，全国変動分布図により全国の地盤

沈下が捉えられることを示した．現在，地盤沈下の

調査における観測項目のうち，地盤高の観測は水準

測量により実施されている．水準測量は，測量した

水準点の変動を非常に高い精度で把握できるものの，

変動が生じている範囲を詳細に把握するためには，

作業量が膨大となる．これに対し，全国変動分布図

で捉えられる上下変動は，はるかに空間分解能が高

いため，地盤沈下調査等に全国変動分布図を活用す

ることで，従来よりも少ない作業量で稠密な上下変

動分布が得られることが期待される． 
そこで，全国変動分布図のうち準上下方向の数値

データを活用し，従来測量と整合的な変動を得るた

めの測量マニュアル案を作成した．全国変動分布図

は，厳密な上下方向の変動が得られないことや広域

の変動を除去していることなどから，そのままでは

水準測量の結果と整合しない．そこで，測量マニュ

アルでは，まず対象地域において，2 時期の水準測

量を実施して水準点における上下変動を得る．この

水準点における上下変動と全国変動分布図における

上下変動の差を小さくするように補正を加え，この

補正を加えた上下変動量を成果とする（図-13）．こ

の測量マニュアルの手法を適用することにより，水

準測量を実施する路線を削減できるため，水準測量

のみで測量するより低いコストで，稠密な上下変動

分布が得られるものと期待される．本マニュアルは，

測量成果（数値データ）とともに，2024 年 6 月に公

開した 
（ https://www.gsi.go.jp/KOUKYOU/koukyo0042_sar.ht
ml）． 

 

 
図-13 時系列解析結果を上下変動把握に活用するための

測量マニュアル 
 
5. 今後の予定と課題 

2023 年 3 月に公開した全国変動分布図は，ALOS-2
の蓄積された観測データを用いて作成した．今後は， 
ALOS-2 が新たに観測したデータを追加して解析を

行い，1 年に 1 回更新する予定である．さらに，2024
年 7 月に打ち上げられた ALOS-4 の定常運用開始後

には，ALOS-4 の観測データを用いた全国時系列解

析を継続して実施する予定である． 
ALOS-4 では，観測頻度が ALOS-2 の 5 倍となり，

解析量は数十倍になる見込みである．これまでに，

このような大量のデータを処理するための解析環境

やソフトウェアの改良を行ってきた．一方で，高い

品質で解析結果を出すため，解析結果は目視で確認

し，問題があれば手動で修正する方針としていた．

しかしながら，ALOS-2 の観測データを用いた全国

時系列解析を通じて，ALOS-4 の大量のデータを処

理するためには，解析結果の品質管理の自動化・効

率化が必要であることが明らかとなった．特に，最

終的な結果の精度に大きく影響する位相連続化処理

の効率化は，喫緊の課題である． 
今後は，位相連続化処理の効率化のための技術開

発を行うとともに，解析手法の高度化も進める． 
 
6. まとめ 

全国の地殻・地盤変動の監視，さらには測量の基

準の維持・管理及び地盤沈下調査等の公共測量に活

用することを目的として，ALOS-2 の基本観測デー

タを用いた全国時系列解析を新たな定常解析として

開始した．時系列解析により，火山，地盤沈下，斜

面変動などが多く検出され，電子基準点等では検出

困難な局所的な変動の検出に時系列解析が有効であ

ることが示された．このような局所的な変動のうち，

地盤沈下の把握に時系列解析結果を活用するための

測量マニュアルを整備し，2024 年 6 月に公開した． 
今後も，ALOS-2 の観測データを用いた時系列解

析を継続するとともに， ALOS-4 の観測データを用

いた全国時系列解析を実施する予定である． 
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